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意匠権侵害における“専利権付与可能な設計特徴”の役割について 
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  専利法第２３条第１項と第２項では、意匠の専利権付与における重要な条件が規定されている。この２つの

条項は意匠の無効における主要条項でもある。主に、１）専利権が付与される意匠は、既存の技術に属しては

ならず、抵触出願にも属してはならない、２）専利権が付与される意匠は、既存の設計又は既存の設計特徴を

組み合わせたものと比較して、明らかな違いを有することとする、という２点を規定している。 

 上記規定に関わる具体的な情況は様々であるが、実際の無効の過程においてよく用いられるのは、係争意匠が

同一又は類似する製品の既存設計と比べ明らかな違いを有しているか否か、即ち、二者の相違点が意匠全体の

視覚効果に顕著な影響を与えているか否かである。これについて、《専利審査指南》では、５つの考慮すべき重要

な要素を提示しており、そのうち、以下の３つの要素が実践中よく考慮されている。ａ、使用時に見えやすい箇

所の設計変化が、全体の視覚効果に対してより顕著な影響を与えている、ｂ、通常設計に対し、それ以外の設

計変化が全体の視覚効果に対してより顕著な影響を与えている、ｃ、一部のわずかな変化にだけあるような違いが、

全体の視覚効果に対して顕著な影響を与えていない。 

 通常設計とは、既存設計のうち一般消費者によく知られており、製品名を挙げるだけで思いつくような設計のこと

をいう。この３つの要素の実践での応用は、意匠専利が専利権付与に必要な条件を備えているか否かに影響する

だけでなく、意匠専利における、専利権付与可能な設計特徴を決定するための肝心な要素にもなる。意匠専利の

専利権付与可能な設計特徴の決定は、製品の意匠権侵害の判断においてとりわけ重要であることは明らかであり、

上記３つの要素を実践で応用することは製品の意匠権侵害にも重要な影響をもたらす。 

今回の中国知財ニュースでは、弊所弁護士・弁理士である陳 浩が発表した意匠権侵害に係る文章を紹介し
ます。 



 次に、最高人民法院による専利権侵害をめぐる紛争案件の審理における法律適用の若干問題に関する解釈の, 

意匠権侵害に関わる規定を見ていきたい。製品の外観が意匠専利権を侵害するか否かの判断基準は、主に

《解釈》の第１１条に基づいている：意匠の同一又は類似の認定にあたって、人民法院は、登録意匠、権利侵

害で訴えられた設計の設計特徴に基づき、意匠全体の視覚効果を以って総合的に判断しなければならない。主に

技術的な機能で決まるような設計特徴、及び全体の視覚効果に影響を与えないような物品の材料や、内部構造

などの特徴は考慮しない。 

 次のような状況は、通常意匠全体の視覚効果に対してより大きな影響を与える： 

（一)他の部分に対して、物品の正常使用時に容易に直接観察できる部分 

（二）登録意匠におけるその他の設計特徴に対して、登録意匠の既存設計と区別される設計特徴（即ち：専

利権付与可能な設計特徴は、その他の設計特徴に対して、意匠全体の視覚効果により顕著な影響を与える）。

権利侵害で訴えられた設計と登録意匠とが、全体の視覚効果において相違のない場合、人民法院は二者の同

一を認定し、全体の視覚効果において実質的な相違のない場合、二者の類似を認定しなければならない。もちろ

ん判断基準について、司法解釈二では「設計空間」の概念及び処理方法についても触れているが、本文ではその

点を議論の対象としない。上記条文では、同一又は類似を判断する最終規準は、全体観察・総合判断としてい

るが、実際に実行可能な規定は上記（一）と（二）の２つである。 

  第（一）の規定は理解しやすく、１：製品の正常使用時と２：専利権付与可能な特徴であるか否かを区別

しないこと（即ち、単純に第（一）条を考える時、専利権付与可能な特徴であるか否かという因素は考慮しな

い）という２つのポイントをよく把握することである。第（二）の規定は、専利権付与可能な特徴が意匠権侵害に

占める重要な役割を強調している。専利権付与可能な特徴は、意匠権付与または無効審判中に生成されるもの

であり、結果意匠権侵害と意匠権付与又は無効審判を密接に連結させている。 

  意匠専利制度の法律は、美しく革新的な工業設計方案を保護するために制定されており、１つの意匠が、既

存設計と区別される識別力や、革新的な設計を有するときに初めて専利権を獲得することができる。その革新的な

設計こそ専利権付与可能な設計特徴である。意匠専利が既存設計に対して専利権付与可能な設計特徴を有

することで、はじめてその設計が創造性を持ち、専利法第２３条に規定される実質的な専利権付与条件を満た

すのである。そして、専利権付与可能な設計特徴が存在することで、一般消費者が登録意匠と既存設計とを容

易に区別することができ、意匠製品全体の視覚効果に対して顕著な影響を与えるのだ。 

  通常、実体的な専利権付与の基準を満たす意匠は、その設計特徴に専利権付与可能な特徴と一般的な設

計特徴とを含む。既存の関連規定によると、専利権付与可能な設計特徴は、通常目に入りやすく、通常設計に

属しておらず、一部のわずかな変化にも属しないものである。権利侵害で訴えられた設計が、登録意匠を既存の設

計と区別させる専利権付与可能な設計特徴を含んでいなければ、一般的に、権利侵害で訴えられた設計と登録

意匠とは類似しないと認定される。権利侵害で訴えられた設計が、すべて又は一部の専利権付与可能な設計特

徴を含んでいる場合、権利侵害で訴えられた設計と登録意匠とは必ずしも同一又は類似という結論になるのだろう

か？ 

 



 筆者の観点は必ずしもそうではなく、他の区別される設計特徴が全体の視覚効果に与える影響も考慮しなければ

ならないと考える。他の区別される設計特徴が、製品の意匠全体の視覚効果に対して顕著な影響を与えていれば、

一般的に権利侵害で訴えられた設計と登録意匠とは類似しないと判断される。他の区別される設計特徴が、製品

の意匠全体の視覚効果に対して顕著な影響を与えていない場合、例えば、１）他の区別される技術特徴が少な

く、且つ一般消費者が通常容易に確認できない場合、２）他の区別される技術特徴がその種類における製品の

通常設計に属する場合、３）他の区別される技術特徴が製品の意匠における一部のわずかな変化に属する場合、

などは一般的に権利侵害で訴えられた設計と登録意匠とは類似であると判断される。以上からわかるように、専利

権付与可能な設計特徴の判断は、意匠権侵害の判断に対して重要な影響をもたらす。 

  現行の地方裁判所でも、権利侵害で訴えられた設計と登録意匠との類似判断は、主に視覚効果に大きな影

響を与える全体的な形状により判断されている。いわゆる一部のわずかな変化の処理は、ほとんどが全体の視覚効

果に顕著な影響を与えていないことから、侵害基準の過剰な緩和を招いてしまっている。意匠権侵害で、権利付与

可能な設計特徴の重要な役割が実質的に考慮されている判決は非常に少ない。一部の地方裁判所は、専利権

付与可能な設計特徴が、意匠権侵害に占める重要な役割を考慮しているが、裁判所が専利権付与可能な設計

特徴を調べる能力を備えていないことに基づき、専利権付与可能な設計特徴の大部分は、意匠の無効審判階段

或いは専利権評価報告が出所となっている。また意匠が実体審査を実施しないことにも問題がある。 

  したがって、専利権付与可能な設計特徴に対する判断を行える専門スタッフがおらず、無効審判階段でも専利

復審委員会合議体が証拠調査を行わない。無効の判断はいずれも無効請求人が提起した根拠に基づいて行わ

れるため、請求人の検索能力が限られていることを踏まえると、専利法の基準を把握する能力にも限りがある。よって、

提供された無効の証拠がすべてをカバーしているはずがないが、現在のところ意匠の専利権が安定しているか否かに

対する専利復審委員会合議体の判断は、出願人が提供した証拠から得られる対比結果に限定されており、完全

且つ正確に意匠の専利権付与可能な設計特徴を提供することができない。これは、意匠権侵害階段において、多

くの地方裁判所が専利権付与可能な設計特徴を誤認定する理由となっており、意匠権侵害の判断結果に偏差が

生じる原因の1つにもなっている。 

  意匠権侵害の民事訴訟において、従来多くの当事者、弁護士や弁理士に至るまでが、権利侵害の対比の過程

で、係争意匠専利及び係争製品間の関係のみにしか注目していなかった。この二者の絡み合いの中で、意匠権侵

害の判断が主観的になり、実行性も悪くなり、その基準を把握できず、侵害構成の有無を把握するための方向性も

見失ってしまった。主な原因は、上記意匠権侵害の法律規定を正確に適用しなかったことにある。上記で述べた通

り、意匠権侵害の判断は係争意匠及び係争製品間の対比を行うだけではなく、既存設計も導入し、特許と実用

新案専利侵害の対比と同様に、まずは専利権の保護範囲を決定しなければならない。適切な既存技術を導入す

ることで、はじめて意匠設計の保護範囲をより明確に定義できるのである。既存技術を導入しなければ、専利権付

与可能な設計特徴、通常設計などの要素を考慮して意匠権侵害の対比を行うことができず、専利権付与可能な

設計特徴及び他の技術特徴が全体の視覚効果に与える影響を区別することもできない。よって「既存設計の設計

特徴と区別される登録意匠は、登録意匠のその他設計特徴よりも多くの影響を与える」、という法律規定を正確に

適用できず、最終的に権利侵害における対比の結論に偏りや誤りを招いてしまうのだ。 



 権利侵害の原告は、侵害訴訟中に自身の権利を守り、主導権を握るため、一部の当事者は権利侵害訴訟を

提起する際、或いは証拠を追加する際に、既存技術を用いて製品の「設計空間」が大きいことを証明しているケー

スが各級の裁判で見受けられるようになった。これにより、権利侵害で訴えられた製品が専利権の保護範囲に入り

やすくなった。しかし、権利侵害で訴えられた製品は、どのようにして侵害訴訟中に自身の利益を守るのだろうか？

登録意匠の専利権付与可能な設計特徴を認める証拠を、積極的に提供するのが一つの現実的な方法である。

上記のように、多くの地方裁判所では、意匠権侵害を判断する際に、視覚効果に大きな影響を与える全体的な

形状を中心に対比を行う。しかし実際は、長年の発展を経て、多くの製品の全体的な形状が似てきており通常設

計となっている。ＳＵＶ自動車の全体的な形状、ベビーカーの全体的な形状などがその例である。真の専利権付

与可能な設計特徴とは、つまり、一般消費者が二者の全体形状ではなく、これら全体形状の中の一部の変化に

より、区別をすることができる特徴を指すのである。よって証拠を提出し「全体形状」を証明しても、それは通常設計

に属することになる。登録意匠の専利権付与可能な設計特徴を正確に判断することは、意匠権侵害の判断結

果において特に重要であるのだ。 

  「全体形状」の多くが通常設計に属すると証明されるとなると、これまでのいわゆる一部の変化は、もはや一部の

わずかな変化には属さないことになる。ここで「設計空間」という理論を引用することができる。つまり、時間の経過と

ともに製品の基本的な形状が定まり、「設計空間」が徐々に縮小され、一般消費者が異なる設計間のわずかな違

いでさえも容易に発見できるようになった。さらに部分的な変化も一般消費者に注目されるようになり、それが区別

の基準となり専利権付与可能な設計特徴を構成するようになったのだ。これも製品設計の発展に伴う一般的な

ルールに適合している。

では、権利侵害で訴えられた側は、どのようにして専利権付与可能な設計特徴を判断すればいいのだろうか？

上記意匠の無効及び専利権評価報告の内容を参照することを除くと、一般的に、該当する意匠に関連する技術

調査を行い、《専利審査指南》の意匠権付与に係る基準に基づき判断を行う。特に上記で触れたａ-ｃを中心

に分析を行い、最終的に全体を観察し、総合判断によって係争意匠の専利権付与可能な設計特徴についての

判断を行う。 

 それにより、真の意匠専利の創造的な設計を反映することができ、専利法で保護される範囲もより明確に決定

することができる。権利侵害で訴えられた製品がそれら創造的な設計を含むか否か、それら創造的な設計が権利

侵害で訴えられた製品にどれくらいの影響を及ぼしているか、更に権利侵害で訴えられた製品が意匠専利の保護

範囲に落ちるか否かを判断することができ、自身の利益をより良い状態で維持できるのだ。 

 要約すると、意匠権侵害の対比分析において、単純に係争意匠と係争製品を比較してはならす、極力既存技

術を導入し、通常設計を明確にすることが必要である。更に、意匠の無効に関連する規定の利用、係争意匠の

専利権付与可能な設計特徴の確定が、意匠権侵害に関連する法律規定の正確な適用に更なる実行性を持た

せ、それにより各当事者の正当な利益が維持され、裁判所を含む各方面の意匠権侵害に対する判定の一致へと

つながるのだ。 

筆者 中国弁護士・弁理士陳 浩 

「意匠権侵害における“専利権付与可能な設計特徴”の役割について」 



２．中国知財最新ニュース 

2017年上半期中国スマホ市場 OPPOが第1位に 

出典：中国人民網 

出典：中国保護知識産権網 

2017年上半期「一帯一路」沿線国家への専利出願公開件数が2174件に 

中国完全独自の知財を備えた高速鉄道「復興号」が運行開始 

中国完全独自の知的財産権を備えた世界先進レベル、中国標準新型高速列車「復興号」が2017年7月7

日、正式に運行を開始しました。北京―上海間を走る当列車は、、瞬間時速400キロメートル以上、連続運

転時速350キロメートル以上にそれぞれ達します。現在は北京ー上海を6時間弱で運行していますが、9月の北

京-上海間の高速鉄道ダイヤ改正に伴い、9月以降は時速350キロメートㇽでの運行を予定しています。北京ー

上海は距離にして1214キロ（東京から熊本辺りまで）ですが、この距離を今後は最短約4時間半で行き来で

きるようになります。料金は、普通車両で553元（約8500円）、グリーン車で 933元（日本円約15000

円）、その上のビジネス車両で1,748元（約28000円）とのことです。 

2017年上半期ＰＣＴ出願件数が2万件を突破 

出典：中国新聞網 

出典：电子发烧友网 

2017年上半期に、中国から「一帯一路」沿線国家（除中国）へ出願した専利公開件数が2174件にのぼっ

たことがわかりました。前年同月比で17.8％の増加となっています。そのうち、インドが一番多く1028件、次いで、

ロシアの631件、シンガポール、ベトナム、オランダが180件、108件、55件で3位～5位に入っています。同期間

の「一帯一路」沿線国家から、中国への出願公開件数は2038件で、前年同月比23.2％増となりました。 

2017年上半期に、国家知識産権局が受理したＰＣＴ出願件数が2万件を突破し、2.16万件となったことが

わかりました。前年同月比16％増で、広東省が一番多く1.19万件でした。また、上半期の特許出願件数は

56.5万件で、前年同月比6.1％増、特許権付与件数は20.9万件でした。2017年6月までの国内特許保

有件数は合計で122.7万件にのぼり、1万人につき8.9件の特許を保有している計算となります。上位の省

(市)は、以下の通りです。北京市85.9件、上海市38.4件、江蘇20.5件。※共に人口10,000人当たりの特

許件数。 

中国のモバイルデータ分析会社Trustdataによると、2017年上半期の中国スマホ市場において、OPPOが全

体の19.5％のシェアを獲得し、アップルを超え第1位となったことがわかりました。2位以下の順位は以下の通りで

す。第2位アップル19.0％、第3位vivo14.9％、第4位HUAWEI（華為）12.9％、第5位Xiaomi(小

米)6.2%。OPPO及びvivoは安定して市場シェアを伸ばしており、昨年末から一時期シェアが減少していた

HUAWEIも、今年に入りその勢いを取り戻しています。 



中国ＡＩ事情 

【２】気になるあの話題 

 今、日本の知財業界を賑わしている話題と言えば、やはりＡＩ（人工知能）ではないでしょうか。近年、ＡＩ

に係る話題を様々な場所で目や耳にする機会が非常に増えました。 

 今年3月の全国人民代表大会にて,AIを今後の重点分野に掲げ、世界レベルの企業の育成に乗り出すことを

表明しました。アリババやバイドゥ（百度）、テンセント（騰訊）はAI研究所を設立し、数十億ドル規模の投資を

行うことを表明しています。 

 中国のＡＩ市場は、2015年の14億元（約221億円）から2020年には91億元(約1460億円)にまで成長

すると言われています。 

国名 2005～2009 2010～2014 伸び率 

米国 12147 15317  126％ 

中国 2934 8410  290％ 

日本 2134 2071   97% 

5年単位で見たＡＩ特許出願の伸び率 

 米国、中国は共に増加しているのに対し日本は微減。今後国を挙げてＡＩに注力していく中国では、ますます

出願数が伸びていくことが予測できます。 
出典：アスタミューゼ 

Baidu社のアポロ計画 

 中国で最大の検索エンジンを提供しているBaidu(百度)は、2017年7月15日、「アポロ計画」と称した自動運

転車の開発連合をスタートしたと発表しました。この連合には、米フォード・モーター、独ダイムラー、米インテル、マイ

クロソフトなど、自動車やＩＴの世界大手企業約50社が参画し、2020年までの自動車の完全自動走行をめざ

す世界規模での取り組みです。 

アポロ計画は、Baiduが「アポロ」と呼ぶAIを使って、自動運転車を制御するソフトの技術情報を参画企業に公

開し、それぞれの企業が担当分野における具体的な開発を進める仕組みです。Baiduは主に自動運転を制御す

るソフトをプラットフォームとして提供する役割を担っています。2020年末の完全自動運転実現のためのスケジュー

ルも公表され、まずは2018年末までの特定の高速道路や市街地での走行を目指します。

アポロ計画の自動運転スケジュール

2017年7月 閉鎖空間 

2017年9月 限定した道路 

2017年12月  簡単な道路 

2018年12月  特定の高速道路と一般道 

2019年12月  試験版 

2020年12月  完全自動運転 

 自動運転の開発では、独BMWやインテルなどの連合が2021

年までの自動運転車の市販を目指しています。日本勢では日

産・ルノー連合が2020年までの自動運転10車種投入を発表し

ており、その他ホンダがグーグル系と組み、トヨタはエヌビディアなどと

提携をしています。 

出典：日本経済新聞 中国マーケティングラボ 




